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岸根 正 次 様

このたびは、「市民からの提案」をお寄せいただきありがとうございました。

ご指摘をいただきました件について、次のとおりお答えします。

防犯灯は、地域からの要望に基づいて設置された後、自治会町内会に寄贈

され、その管理下に置かれています。

こうした防犯灯の設置や管理手法につきましては、昭和 36年 に閣議決定さ

れた 「防犯灯等整備対策要綱」に基づき全国的に実施されており、多数の市町

村が本市と同様の方法で設置及び維持管理をしていると認識 しております。

また、ご指摘のありました 9政 令市の現在の維持管理方法ですが、 7市 は

本市と同様に維持管理費の
一部を補助 しており、2市 については、維持管理経

費については、全額地元負担となっております。

さらに、防犯灯維持管理費補助金の金額ですが、市町村により補助金額は

異なりますが、本市は他の政令指定都市と比較 しましても遜色のないものとな

っております。

一方、戸塚区上品濃地区にある街路灯についてですが、土木事務所が所管

している街路灯は夜間における歩行者等の安全かつ円滑な移動を図るために

良好な視環境を確保することを目的としており、自治会町内会の所有する防犯

灯の設置目的とは異なりますので、そのことにより市民税賦課額が増減するこ

とはありません。

なお、当局といたしましても、防犯灯の維持管理経費などが軽減されるよ

う、長寿命で消費電力の少ない防犯灯についての研究を進めているところです。

今後も、「安全 ・安心なまち横浜」となるよう様々な防犯対策に取り組んで

まいりますので、ご理解ご協力いただきますようお願いします。

平成 20年 8月 4日

横浜市安全管理局 地 域安全支援課長 今 井 和 隆

(地域安全支援課 電 話 :045-334-6481 FAX:045-334-6471)

(市民からの提案 第 20250118号 )
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樹防犯灯等整備対策要綱
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閣議決定等 フリレテキストデータ収載資料

昭和36年8月31日 閣議決定

街灯等の整備が未だ不十分であり,暗い街路等において犯罪が頻発している現況にかんがみ,夜

間における犯罪の発生を防止し,公衆の安全をはかることを主たる目的とする街灯又は防犯灯(以

下「防犯灯等」という。)の整備を促進するため,下記の措置を講ずるものとする。

言己

1国 が管理者である国道及ぴ公園等の新設又は改築にあたつては防犯灯等の整備に
一段の努力

をすること。

2地 方公共団体等に対しつぎの措置をとるよう強力に勧奨すること。

(1)地方公共団体が管理者である道路及ぴ公園等の新設又は改築にあたつては防犯灯等の整備

に一段の努力をすること。

(2)市町村及ぴ特別区は,犯罪を誘発する不良有害環境排除の見地から緊急に整備を必要とす

る防犯灯等(以下「緊急に整備を要する防犯灯等」という。)の整備について努めて次の各号に掲げ

る措置をとること。

(ア)緊急に整備を要する防犯灯等を自ら設置するよう努めること。ただしその設置の費用については

受益者の負担とすることができるものとする。

(イ)防犯灯等を設置する者に対し,その設置の費用の一部を補助すること。なお,一般民間人の負

担においてその維持管理にあたつている防犯灯等については,努めてその維持管理に要する費用を負

担するよう措置すること。

(3)日本道路公団等が管理者である道路等の新設,改築及ぴ維持管理にあたつては,防犯灯等の

整備に一段の努力をすること。

(4)電力会社は,防犯灯等の整備のためその設置及ぴ維持管理につき協力又は便宜の供与を求め

られた場合は,これに協力し又は便宜を供すること。なお日本電信電話公社等は,防犯灯等の整備

につきその設置及ぴ維持管理する施設に防犯灯等を設置することを容認する等の便宜を供するこ

と。

3新 生活運動等民間において行なわれる運動と協力して,犯罪を誘発する不良有害環境を改善

するため防犯灯等の整備を促進する国民運動を強力に展開すること。

4防 犯灯等の整備の完全を期するために必要な法制上及ぴ予算上の措置について更に検討する

こと。


